











































































































































































































































































































































































































（８） 鈴木潔「分権時代の法務管理 浜松市」自治体法務 NAVI５５号（２０１３年）。
（９） 鈴木潔「分権時代の法務管理 相模原市」自治体法務 NAVI４２号（２０１１年）。
（１０） 北村ほか編著、前掲注３、４０頁。
（１１） 野口貴公美「自治体執行法務と審査基準・処分基準」北村ほか編、前掲注１、１４７～
１４９頁。
（１２） 北村ほか編著、前掲注３、４０頁。
（１３） 北村ほか編著、前掲注３、３９頁。
（１４） 同上、４１頁。
（１５） 鈴木潔『強制する法務・争う法務』（２００９年、第一法規）１２２～１３３頁。
（１６） この法律相談の実態及び問題点については、鈴木潔「不正な行政活動の防止と信頼確
保」中邨章・牛山久仁彦編著『政治・行政への信頼と危機管理』（芦書房、２０１２年）参照。
（１７） 法執行の評価・見直しのために、自治体オンブズマン制度の活用を提案した文献とし
て、伊藤、前掲注３も参照。
（１８） 福士、前掲注２、２２１頁。
（１９） これは静岡市が同年に作成した「静岡市政策法務推進計画」に基づく実践の１つであ
る。「平松以津子「予防法務のしくみの構築を目指して――静岡市の行政リーガルドック
事業の試行的取組」北村ほか編、前掲注１、６１４頁以下。「静岡市リーガルドック事業実施
要綱」については次の静岡市ホームページを参照。
http : //vp.city.shizuoka.jp/houki/youkoudata/00855.pdf（２０１５年１２月８日最終アクセス）
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